
131.6 

100.0 100.1 

90

100

110

120

130

140

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

9.3%

11.7%

8.5%

10.3%

6%

7%

8%

9%

10%

11%

12%

13%

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

医療・介護に係る保険料負担について

（注１）医療費は、国⺠医療費の実績⾒込み値。
（注２）介護費は、介護サービス費⽤、介護予防サービス費⽤及び特定⼊所者介護サービス保険給付額それぞれの実績値の合計。
（注３）雇⽤者報酬は、内閣府「国⺠経済計算」における雇⽤者報酬の計数。
（出所）厚⽣労働省「国⺠医療費」「介護給付費実態調査」、内閣府「国⺠経済計算」ほか

○ 今後とも⾼齢化により医療費・介護費の伸びは増加が⾒込まれるのに対し、雇⽤者の総報酬は、⽣産年齢⼈⼝の減少
に伴い⼤幅な増加は⾒込めない。したがって、仮に医療費・介護費の伸びを放置すれば、今後も保険料負担の増加は免
れず、雇⽤者の実質賃⾦の伸びは抑制されることになる。

医療費・介護費

雇用者報酬

協会けんぽ（平均）

健保組合（平均）

保
険
料
率
の
上
昇
要
因

医療費・介護費と雇⽤者報酬協会けんぽと健保組合の保険料率
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保険料

（年度）

給付費

公費

財源111.6兆円
＋資産収入

保険料
66.3

国庫負担
32.2

年金
56.7

医療
37.9

介護・福祉
その他
23.7

(うち介護10.0)

資産収入等

2016年度
（平成28年度）

2016年度
（平成28年度）

給付費
118.3兆円

地方税等負担
13.1

16.2

44.8

39.5

65.2

×

×
112.1

47.4

○ わが国社会保障制度は、社会保険⽅式を採りながら、⾼齢者医療・介護給付費の５割を公費で賄うなど、公費負担（
税財源で賄われる負担）に相当程度依存している。

○ その結果、近年、⾼齢者医療・介護給付費の増に伴い、負担増は公費に集中している。これを賄う財源を確保出来て
いないため、給付と負担のバランス（社会保障制度の持続可能性）が損なわれ、将来世代に負担を先送りしている（＝
財政悪化の要因）。

社会保障給付費の増に伴う公費負担の増

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」。2016（H28）年度は厚生労働省（当初予算ベース）による。

1990
年

2010
年

被保険者
負担

18.5
28%

30.3
28%

事業主
負担

21.0
32%

28.1
26%

公費
負担

16.2
25%

40.8
37%

社会保障
給付費

47.2 104.7

（兆円）

社会保障財源の内訳の推移
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ＯＥＣＤ諸国における社会保障支出と国民負担率の関係

（出典） 国民負担率： OECD “ National Accounts”、“Revenue Statistics”、 内閣府「国民経済計算」等。
社会保障支出： OECD “ National Accounts”、 日本の1955年、1980年及び1990年は国立社会保障・人口問題研究所「社会保障統計」。

（注１） 数値は、一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。
（注２） 日本を除く各国は2011年実績、ニュージーランドは2005年、カナダは2006年の実績。
（注３） 日本の2015年及び2060年度は、財政制度等審議会「我が国の財政に関する長期推計（改訂版）」（平成27年10月９日 起草検討委員提出資料）に基づく推計値。

日本（1980年）
日本（1990年）

日本（2060年）
改革を行わず、現行制度を維持

した場合
（45年後）
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ＯＥＣＤ諸国の保健医療支出対ＧＤＰ比（2014年）
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（出典）OECD Health Statistics 2016
（注）保健医療⽀出には、医療給付費のほか、予防・公衆衛⽣サービス、⼀般⽤医薬品の購⼊、⼀定の介護サービスなどが含まれる。

10


